
年度目標（農地維持支払）

※カバー率：農振農用地面積（田畑）５９，５０７ｈａに対するカバー率
　平成32年度の目標２２，０００haは、県内区画整理済み（30a区画）の田面積相当を目標

農振農用地（田）500ｈａ以上の市町村でカバー率15％未満
農振農用地（田）500ｈａ以上の市町村でカバー率25％未満

　・活動組織の事務軽減のため、事務委託を推進し、事業への取り組みやすさをＰＲ

５．人材確保・活動の効率化に向けた広域組織の推進

・活動組織では、組織の中心となる人材の確保が課題。

平成29年8月7日

・組織を広域化することで、資材の集中購入や活動の実施方法等を効率化

・活動組織の母体となる団体を想定した箇所への推進　→　自治会、水利組合、土地改良区等
・ほ場整備完了地区への推進　→　事業により、地域のまとまりができており、推進が取り組みやすい
・関係団体の定例会議等における推進　→　市町村の農業委員会、ＪＡの組合員会議等

３．他施策との連携

　そのため、組織の広域化することで人材の確保を図る。

・他施策の推進説明会と連携し、説明・推進を行う
・他施策を取り組んでいる箇所への推進（中山間直接支払等）

４．事務軽減策のＰＲ

2 7 15
【最重点市町
【重点市町村】

２．地域の実情に応じた推進

羽生市 吉川市 3

計 1 2 3 0 0 0

加須市

春日部市
越谷市、久喜市
幸手市、杉戸町
松伏町

12

重点 － － 東松山市 － － －

18.2% 8.8% 24.9%

最重点 さいたま市
川越市
坂戸市

川島町
吉見町

－ － －

加須 春日部 全県

カバー率 21.7% 8.7% 16.8% 10.8% 85.8% 45.9%

１．重点推進地区を設定し、集中的に推進

【H29年2月要望時点】

農林Ｃ さいたま 川越 東松山 秩父 本庄 大里

20,700

Ⅱ　平成29年度推進方策について

22,000

カバー率 17% 22% 30% 33% 35% 37%

実績 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

面積（ha） 10,098 13,041 17,900 19,400

埼玉県農林部農村整備課

平成２８年度実績及び平成２９年度の事業推進について

Ⅰ　平成28年度実績及び平成29年度取組目標について

年度
平成27年度 平成28年度 目　　　　標

実績

多面的機能支援事業 

地域部会を中心に地域の実情に応じた推進

農地中間管理事業、ほ場整備事業等の施策と連携し、推進

組織の広域化推進で人材の確保と活動の効率化

事務委託を活用した事務軽減策をＰＲ

カバー率の低い水田地域を集中的に推進

資料３



 



 



 



 



多面的機能支援事業 実施地区 

 平成２９年８月７日 

活動組織名：下里豊かな郷づくり委員会【小川町】 

 
１.地域の概要 【ほ場整備を契機とした地域全体のまちづくり】 

 下里地区は小川町の南東に位置し、周囲を山に囲まれ、

山すそを流れる清流の槻川によって涵養される農山村地

域である。昭和６３年度から実施したほ場整備を契機に、

地域の合意に基づくブロックローテーションが行われて

おり、水稲、小麦、大豆が栽培されている。 

 また、当地区は、地域ぐるみで有機農業に取り組んでお

り、近隣の商工業者との連携が生まれ、生産された農産物

は再生産可能な価格で全量が取引されている。 

 地域に活気が蘇り、美しくて豊かな有機農業の里となっ

ている。 

 

２.活動の取り組み背景 【環境保全への住民意識の高さ・多面的への取り組み】 

 元来、下里地区は、里山に生息するオオムラサキやカタクリなどの保全活動と相ま

って、自然と調和した農業を守ろうとする意識が強い地域であった。バブル期に計画

されたゴルフ場開発や水稲の航空防除を、他地区に先駆けて中止してきた。 

 しかし、担い手の高齢化に伴い、農作業や農道・水路の維持管理等が十分に行えな

くなり、ゴミの不法投棄や農作物に対する鳥獣害なども増加して営農環境が悪化して

いた。 

 これらの問題を解決するため、今後の農地等の維持について小川町へ相談したとこ

ろ、「農地・水・環境保全向上対策（現 多面的機能支援事業）」の活用を紹介された。 

 当初は事業に否定的な意見もあったが、農業者や地域住民への説明を重ね、地域住

民で地域を守ろうという思いが勝り、平成 19年 5月に当組織が設立された。 

 

３.活動内容 【農業者と非農業者が一体となった共同活動の取り組み】 

 取組面積：17.61ha（田：15.17ha、畑：2.44ha） 

 対象施設：水路 5.9km、農道 8.1km 

 交付金額：農地維持 503,900円、 

（H28実績） 資源向上（共同）299,412円、（長寿命化）338,585円 

 主な構成員：農業者、下里 1区自治会、土地改良組合、水利組合、機械化組合、 

           有機グループ、農業体験グループ（農家 37人、非農家 280人） 

 主 な 活 動：水路の草刈り・泥上げ、農道や水路の点検・補修、周辺の美化作業、

    農業体験等 

現地２ 



  

 

 

 

 

 

 

 

４.事業の効果 【環境保全に対する更なる住民意識の高まり】 

 事業に取り組む前は、水路へのゴミの不法投棄が絶えなかったが、地域ぐるみでの

清掃活動や除草作業などにより、大幅にゴミが減少した。 

 農業者と非農業者が一緒に共同活動を実施することにより、個々の農家や地域住民

の意識が高まり、日常的にゴミ拾い等の清掃作業を積極的に行うようになるなど、地

域のまとまりも強くなってきた。 

 また、町内の地元商店と共同で農業体験の企画を実施し、地域住民・非農業者等の

相互交流を行っており、毎年多くの参加者が集まっている。 

 さらに、地区に設置された小さな直売所は、ハイキングや観光に訪れる都市住民と

の交流の場であり、地域住民の小さな憩いの場としても親しまれている。 

 

５.地域農業の取り組み 【ほ場整備→有機農業→地域内での販売】 

 本地区は、ほ場整備事業を契機に、ブロックローテーション方式を取り入れたが、

担い手の高齢化に伴い、山林や農地の荒廃が始まり、慣行農業では他産業との兼業で

しか生き残れないとの危機感を抱いていた。 

 この様な中、地域内に有機農業の先駆者もいたことか

ら、機械化組合が中心となって平成１３年度から有機農

業への取り組みが始まり、近隣の農業者へも有機栽培を

行うよう働きかけ、大豆から始まった取り組みも、米、

麦まで拡張した。そして地域で生産された農産物は、近

隣の酒造業者や豆腐店が農家の元気が出る価格で買い

取り、農家を支援している。 

 最近では、地域の特産である「のらぼう菜」の栽培も

行われ、地域内に設置された小さな直売所でも販売して

いる。 

 

６.今後の展望 【有機農業や地域活動の継続】 

 委員会への活動参加者の多くを、地域住民や農業体験グループの非農業者が占め、

農業者だけでなく地域で環境保全に取り組む意識が向上している。 

 今後も、有機農業の取り組みや地域の環境保全活動が継続的に実施されるよう、地

域を挙げた取り組みが期待される。 

【水路の除草作業】 【農道の路面補修】 

【小さな直売所】 



（別紙）
協定対象区域図面

組織名：下里豊かな郷づくり委員会

協定の対象となる資源

農用地

開水路

農道

付帯施設

秩父市

熊谷市

さいたま川越市

東松山市

小川町


	（修正後）01 H29事業推進資料
	資料290807

	（修正後）02 H29改正のポイント
	１docx
	２
	3
	４

	（修正後）03 29072002修正版_下里地区（小川町）
	04 対象区域図_290719修正
	別紙（図面）


